
 

第 ５０ 期 決 算 公 告 
平成２１年６月３０日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 田中 誠二 

 

貸 借 対 照 表（平成２１年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 
預 金 

当 座 預 金 
普 通 預 金 
貯 蓄 預 金 
通 知 預 金 
定 期 預 金 
定 期 積 金 
そ の 他 の 預 金 

そ の 他 負 債 

未 払 費 用 
前 受 収 益 
従 業 員 預 り 金 
給 付 補 て ん 備 金 
金 融 派 生 商 品 
リ ー ス 債 務 
そ の 他 の 負 債 

賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶 発 損 失 引 当 金 

支 払 承 諾 

 

８３８,８５６ 

１６,２１４ 

２１８,６２２ 

１７,３５５ 

２,１７４ 

５５１,５５１ 

１９,８０３ 

１３,１３４ 

３,７６１ 

２,３４８ 

６５９ 

２７８ 

３４ 

２１０ 

１１ 

２１９ 

３２４ 

１,５０８ 

１９７ 

４４ 

７７ 

３,１５０ 

負 債 の 部 合 計 ８４７,９２１ 

（純資産の部） 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

１３,０００ 

９,６６３ 

９,６６３ 

１５,０９１ 

２,６７０ 

１２,４２０ 

１０,９９７ 

１,４２２ 

△    ７９６ 

３６,９５８ 

△ ５,１２４ 

△      ２ 

△ ５,１２６ 

（ 資 産 の 部 ） 
現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

買 入 外 国 為 替

取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

１２,４５３ 

１０,７０５ 

１,７４８ 

１２,７４０ 

９ 

９ 

２２４,０６４ 

８０,８６６ 

１１,３４３ 

８９,３３９ 

６,５９１ 

３５,９２２ 

６２０,６４９ 

７,７５５ 

７９,２００ 

４７０,９９９ 

６２,６９３ 

３８４ 

３３１ 

９ 

４３ 

２,３２３ 

７３ 

１,０７９ 

３８ 

１,１３１ 

１０,２９４ 

３,３６９ 

６,１３６ 

１１ 

７７７ 

１,２０３ 

９６４ 

２３８ 

７,２４６ 

３,１５０ 

△ １４,７６６ 

純 資 産 の 部 合 計 ３１,８３１ 

資 産 の 部 合 計 ８７９,７５２ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８７９,７５２ 



 

 
平成20年４月 １日から

損 益 計 算 書(
平成21年３月31日まで

) 
 

（単位：百万円） 

科     目 金        額 

経 常 収 益 ２０,６０４

資 金 運 用 収 益 １７,７８８

貸 出 金 利 息 １４,９９０

有 価 証 券 利 息 配 当 金 ２,４８７

コ ー ル ロ ー ン 利 息 １３８

預 け 金 利 息 １

金利スワップ受入利息 ６

そ の 他 の 受 入 利 息 １６３

役 務 取 引 等 収 益   １,８７５

受 入 為 替 手 数 料 ６２５

そ の 他 の 役 務 収 益 １,２５０

そ の 他 業 務 収 益 ４３７

外 国 為 替 売 買 益 ２４

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ０

国 債 等 債 券 売 却 益 ４１２

そ の 他 経 常 収 益 ５０３

株 式 等 売 却 益 ３２７

そ の 他 の 経 常 収 益 １７６

経 常 費 用 ２０,２３５

資 金 調 達 費 用 ３,４４１

預 金 利 息 ３,０９１

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ０

借 用 金 利 息 ０

金利スワップ支払利息 １９３

そ の 他 の 支 払 利 息 １５６

役 務 取 引 等 費 用 １,３６６

支 払 為 替 手 数 料 １０２

そ の 他 の 役 務 費 用 １,２６４

そ の 他 業 務 費 用 ４０７

国 債 等 債 券 売 却 損 ２８

国 債 等 債 券 償 還 損 ３７８

営 業 経 費 １１,４７０

そ の 他 経 常 費 用 ３,５４９

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２,３８８

貸 出 金 償 却 ２

株 式 等 売 却 損 １

株 式 等 償 却 ５０９

そ の 他 の 経 常 費 用 ６４７

経 常 利 益 ３６９

特 別 利 益 ２３

償 却 債 権 取 立 益 ２

役員退職慰労引当金戻入額 ２０

特 別 損 失 ５０

固 定 資 産 処 分 損 ２９

減 損 損 失 ２１

税 引 前 当 期 純 利 益 ３４２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １８

法 人 税 等 調 整 額 △   ６１

法 人 税 等 合 計 △   ４２

当 期 純 利 益 ３８４
 

 
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針 

１ 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償

却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し

ております。 

３ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 



（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により

費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（４）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額

のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（５）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（６）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払

見積額を計上しております。 

７ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する事業年度

に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８ ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等

に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価して

おります。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

９ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

会計方針の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年４月１日以後開始する事業年度から適用

されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は 11 百万円、「その他負債」中のリース債務は

11 百万円増加しております。また、営業経費、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。 

 

（債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い） 

「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 26 号平成 20 年 12 月５日）が平成 20 年



12 月５日に公表されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告を適用し、平成 21 年 1 月 26 日に「その他有価

証券」の一部を「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これにより、従来の区分で保有した場合に比

べ、有価証券は１２６百万円減少、その他有価証券評価差額金は１２６百万円減少しております。なお、区分変更

した債券の概要等については、「（有価証券関係）」の「６ 保有目的を変更した有価証券」に記載しております。 

 

追加情報 

（有価証券に係る時価の算定方法の一部変更） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえた

検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、市場価格を時価

とみなせない状態にあると判断し、当事業年度末においては、合理的に算定された価額によっております。これに

より、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価

証券」は１,２２３百万円増加し、「その他有価証券評価差額金」は１,２２３百万円増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１ 関係会社の株式総額   ５３百万円 

２ 貸出金のうち、破綻先債権額は３,７４３百万円、延滞債権額は２０,０７８百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７,９８８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５ 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３１,８１０百万円であ

ります。 

なお、上記１から４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、７,７６４百万円であります。 

７ ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、４,４４１百万円

であります。 

８ 担保に供している資産は次のとおりであります。 



担保に供している資産 

預け金                 ２百万円 

有価証券           １３,０８１百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                ６７８百万円 

その他負債             ２７８百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１４,５８３百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他の資産のうち保証金は１９５百万円であります。 

９ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、５９,４３８百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４２,１２９百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10 有形固定資産の減価償却累計額         ９,９７０百万円 

11 有形固定資産の圧縮記帳額            ６０２百万円 

12 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は１,９７０百万円であります。 

13 １株当たりの純資産額３５３円６９銭 

14 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額    ２４百万円 

15 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。 

16 関係会社に対する金銭債権総額        ８,２０７百万円 

17 関係会社に対する金銭債務総額        １,９０４百万円 

18 銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当

該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上し

ております。 

当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、９０百万円であります。 

19 銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）   ８．６２％ 



 

（損益計算書関係） 

１ 関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額          １６０百万円 

役務取引等に係る収益総額            １１百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額     ０百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額            ６百万円 

役務取引等に係る費用総額           １９３百万円 

その他の取引に係る費用総額          ６００百万円 

２ １株当たり当期純利益金額      ４円２７銭 

３ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額２１百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 3 か所 土地、建物 20 百万円 

   (うち土地  9 百万円) 

   (うち建物  11 百万円) 

長野県外 事業用店舗 1 か所 動産 0 百万円 

   (うち動産  0 百万円) 

合計   21 百万円 

   (うち土地  9 百万円) 

   (うち建物  11 百万円) 

   (うち動産  0 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、主

として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

４ 関連当事者との取引については、以下のとおりであります。 

（１）子会社・子法人等及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等 
の名称 

又は氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

被債務保証 9,263 ― ―

保証料 193 
その他の 

役務費用 
―子法人等 

 長野カード 
 株式会社 

所有 
 直接 29.0%
 間接 61.0%

当行ローンの 
保証 
役員の兼任 

債務保証履行に

伴う代位弁済 
166 ― ―

 

（２）役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等 
の名称 

又は氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

資金の貸付 ― 貸出金 65
役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している

会社等 

 美勢商事 
 株式会社 
 (注) 

被所有 
 直接 0.01%

資金の貸付 

利息の受取 0 ― ―

(注) 美勢商事株式会社は、当行監査役小松正が、議決権の過半数を所有しております。 



 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１ 売買目的有価証券（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ９ △ ０ 

 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差  額 

（百万円） 

う ち 益 

（百万円） 

う ち 損 

（百万円） 

国 債 ２９,６６８ ２９,９０２ ２３４ ２３４ ― 

地方債 １,３５３ １,３５６ ２ ２ ― 

その他 １０,５００ ９,８５１ △ ６４８ ― ６４８ 

合計 ４１,５２２ ４１,１１０ △ ４１１ ２３７ ６４８ 

（注）１ 時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
取得原価 

（百万円） 

貸借対照表 

計上額（百万円）

評価差額 

（百万円） 

う ち 益 

（百万円） 

う ち 損 

（百万円） 

株  式 ５,３９８ ４,９２４ △ ４７３ １７６ ６５０ 

債  券 １４７,９５９ １４７,９８８ ２８ １,１６７ １,１３９ 

国 債 ５０,７３４ ５１,１９８ ４６３ ５１２ ４８ 

地方債 ９,９０３ ９,９９０ ８６ １０４ １７ 

社 債 ８７,３２２ ８６,７９９ △ ５２２ ５５１ １,０７３ 

そ の 他 ３１,２７７ ２５,３９７ △ ５,８７９ ０ ５,８８０ 

合計 １８４,６３６ １７８,３１０ △ ６,３２５ １,３４４ ７,６７０ 

（注）１ 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して

おり、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって貸

借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）

しております。当事業年度における減損処理額は、５０９百万円（うち時価のある株式３４１百万円、

時価のない株式１６８百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し 50％程度以上下落した

場合としております。また、時価が取得原価に対し、30％以上 50％未満下落した場合は、過去一定期

間において時価が簿価あるいは評価損率が 30％未満の水準まで達していない場合、時価が「著しく下

落した」と判断し、時価の回復可能性の判定を行ったうえで、回復の見込みが認められない場合には、

減損処理を行うものとしております。 

（追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえた

検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、市場価格を時価

とみなせない状態にあると判断し、当事業年度末においては、合理的に算定された価額によっております。これに



より、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価

証券」は１,２２３百万円増加し、「その他有価証券評価差額金」は１，２２３百万円増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。 

 

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 ３９,３９１ ７３９ ２９ 

 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成 21 年３月 31 日現在） 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券  

  社債（私募債） ２,５４０ 

子会社・子法人等株式  

  子会社・子法人等株式 ５３ 

その他有価証券  

  非上場株式 １,６１３ 

  その他の証券 ２４ 

 

６ 保有目的を変更した有価証券 

従来、「その他有価証券」に区分していた変動利付国債２４,００１百万円は、平成 21 年１月 26 日に時価（２

４,０８９百万円）により「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これは、当該変動利付国債につい

て、取得当初と比べ市場環境の著しい変化によって流動性が極端に低下したことなどから、公正な評価額である

時価で売却することが困難な期間が相当程度生じているような稀な場合に該当すると判断し、運用方針の変更を

行ったことによるものです。 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
時価 

（百万円） 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

貸借対照表に計上された

その他有価証券評価差額

金の額（百万円） 

国  債 ２４,２１３ ２４,０８６ ８５ 

 

 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
１年以内 

（百万円） 

1 年超 5 年以内 

（百万円） 

5 年超 10 年以内 

（百万円） 

10 年超 

（百万円） 

債  券 １９,３８５ ８８,０５８ ７２,６２５ １,４８０ 

国 債 １,００２ ３０,８４１ ４７,５４２ １,４８０ 

地方債 ２,４０９ ３,９２９ ５,００４ ―  

社 債 １５,９７３ ５３,２８６ ２０,０７９ ―  

そ の 他 ―  ３,６８０ ９,６２１ ８,５００ 

合計 １９,３８５ ９１,７３９ ８２,２４６ ９,９８０ 

 



 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金           ５,０２１百万円 

退職給付引当金          ６０８ 

減価償却費            ２３４ 

有価証券評価損          ８２９ 

その他有価証券評価差額金    ２,５３５ 

繰越欠損金            ８０８ 

その他              ４４３ 

繰延税金資産小計        １０,４８１ 

評価性引当額          △３,２３４ 

繰延税金資産合計         ７,２４６ 

繰延税金資産の純額        ７,２４６百万円 

 



第 ５０ 期 決 算 公 告 
平成２１年６月３０日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 田中 誠二 

 

連結貸借対照表（平成２１年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １２,８７４ 預 金 ８３６,９５２ 

コールローン及び買入手形 １２,７４０ 借 用 金 ６,９６３ 

商 品 有 価 証 券 ９ そ の 他 負 債 ５,８６３ 

有 価 証 券 ２２４,０１４ 賞 与 引 当 金 ３３９ 

貸 出 金 ６１４,２６９ 退 職 給 付 引 当 金 １,５１７ 

外 国 為 替 ３８４ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２２４ 

リース債権及びリース投資資産 １４,４７３ 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 ４４ 

そ の 他 資 産 ４,３８６ 偶 発 損 失 引 当 金 ７７ 

有 形 固 定 資 産 １０,７９３ 支 払 承 諾 ３,１５０ 

建 物 ３,６３５ 負 債 の 部 合 計 ８５５,１３１ 

土 地 ６,１９５ （純資産の部）  

その他の有形固定資産 ９６２ 資 本 金 １３,０００ 

無 形 固 定 資 産 １,３６８ 資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

ソ フ ト ウ ェ ア １,１２８ 利 益 剰 余 金 １５,８８２ 

その他の無形固定資産 ２３９ 自 己 株 式 △   ７９６ 

繰 延 税 金 資 産 ７,６０８ 株 主 資 本 合 計 ３７,７４９ 

支 払 承 諾 見 返 ３,１５０ その他有価証券評価差額金 △ ５,１２４ 

貸 倒 引 当 金 △１６,１６９ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △     ２ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ ５,１２６ 

  少 数 株 主 持 分 ２,１５０ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３４,７７２ 

資 産 の 部 合 計 ８８９,９０４ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８８９,９０４ 

 



 

 
平成 20 年４月 1 日から

連結損益計算書(
平成 21 年３月 31 日まで

) 
  

（単位：百万円） 

科        目 金          額 
経 常 収 益    ２７,７７５  
 資 金 運 用 収 益  １７,８４５    
  貸 出 金 利 息  １５,０４５    
  有 価 証 券 利 息 配 当 金  ２,４８６    

コールローン利息及び買入手形利息  １３８    
預 け 金 利 息  ４    
そ の 他 の 受 入 利 息  １７０    

役 務 取 引 等 収 益  １,８６４    
 そ の 他 業 務 収 益  ７,５５９    
 そ の 他 経 常 収 益  ５０７    

経 常 費 用    ２７,３４１  
 資 金 調 達 費 用  ３,５９８    
  預 金 利 息  ３,０８５    

コールマネー利息及び売渡手形利息  ０    
借 用 金 利 息  １６３    
そ の 他 の 支 払 利 息  ３４９    

役 務 取 引 等 費 用  １,２３１    
 そ の 他 業 務 費 用  ６,４６５    
 営 業 経 費  １１,９５３    
 そ の 他 経 常 費 用  ４,０９２    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ２,８６３    
そ の 他 の 経 常 費 用  １,２２９    

経 常 利 益    ４３４  
特 別 利 益    ２９４  

償 却 債 権 取 立 益  ２    
リース会計基準の適用に伴う影響額  ２７１    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額  ２０    
そ の 他 の 特 別 利 益  ０    

特 別 損 失    ５５  
固 定 資 産 処 分 損  ２９    
減 損 損 失  ２１    
そ の 他 の 特 別 損 失  ５    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益    ６７３  
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ６８    
法 人 税 等 調 整 額  ７５    
法 人 税 等 合 計    １４３  
少 数 株 主 利 益    １０４  
当 期 純 利 益    ４２５  

 



 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結財務諸表の作成方針 

１ 連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等    ４社 

株式会社長野スタッフサービス 

株式会社長野ビーエス 

長野カード株式会社 

株式会社ながぎんリース 

なお、連結される子法人等である「ながぎん機販株式会社」は、平成 20 年 10 月１日付で連結される子法

人等である「株式会社ながぎんリース」を存続会社とする合併をいたしました。 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３ 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

 ３月末日   ４社 

４ 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

会計処理基準に関する事項 

１ 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時

価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４ 減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建 物  １０年～５０年 

  その他   ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 



５ 貸倒引当金の計上基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引

き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

６ 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 

７ 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により費

用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

８ 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額の

うち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

９ 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

10 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見

積額を計上しております。 

11 外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

12 リース取引の処理方法 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。 

13 重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。 



なお、当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

14 消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年４月１日以後開始する連結会計年度から

適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

（借主側） 

上記会計基準等の適用に伴い、従来の方法に比べ、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 

（貸主側） 

１ 連結損益計算書関係 

上記会計基準等の適用に伴い、従来の方法に比べ、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります（下記特別利益計上による影響額を除く。）。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引等については、上記会計基準等に定める会計処理に変更しており、この変更による影響額２７１百万円は、

特別利益として計上しております。 

２ 連結貸借対照表関係 

リース業務における所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る貸与資産は「有形固定資産」及び「無形固定

資産」に含めておりましたが、「リース債権及びリース投資資産」として表示しております。また、リース業務にお

ける割賦債権は「その他資産」に含めておりましたが、「リース債権及びリース投資資産」として表示しております。 

 

（債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い） 

「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 26 号平成 20 年 12 月５日）が平成 20 年

12 月５日に公表されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用し、平成 21 年１月 26 日に「その他

有価証券」の一部を「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これにより、従来の区分で保有した場合

に比べ、有価証券は１２６百万円減少、その他有価証券評価差額金は１２６百万円減少しております。なお、区分

変更した債券の概要等については、「（有価証券関係）」の「６ 保有目的を変更した有価証券」に記載しておりま

す。 

 

追加情報 

（有価証券に係る時価の算定方法の一部変更） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえた

検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、市場価格を時価

とみなせない状態にあると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額によっております。こ

れにより、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比

べ、「有価証券」は１,２２３百万円、「その他有価証券評価差額金」は１,２２３百万円増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。 

 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１ 貸出金のうち、破綻先債権額は３,９０６百万円、延滞債権額は２０,４７８百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７,９８８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

４ 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３２,３７３百万円であ

ります。 

なお、上記１から４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、７,７６４百万円であります。 

６ ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、４,４４１百

万円であります。 

７ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金               ２百万円 

有価証券         １３,０８１百万円 

リース債権及びリース投資資産   ７,６６４百万円 

担保資産に対応する債務 

預金              ６７８百万円 

借用金           ６,７２３百万円 

その他負債           ２７８百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１４,５８３百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は２０３百万円であります。 

８ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、７３,４７８百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４１,９２９百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項



が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

９ 有形固定資産の減価償却累計額    １０,４３１百万円 

10 有形固定資産の圧縮記帳額         ６０２百万円 

11 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は１,９７０百万円であります。 

12 １株当たりの純資産額３６２円４８銭 

 13 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 ２４百万円 

14 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス･リー

ス契約により使用しております。 

15 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務            △ ３,２４０百万円 

年金資産（時価）            １,５８５ 

未積立退職給付債務         △ １,６５４ 

未認識数理計算上の差異            ５２ 

未認識過去勤務債務              ８４ 

連結貸借対照表計上額の純額     △ １,５１７ 

 退職給付引当金          △ １,５１７ 

16 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）  ９．０３％ 

 

（連結損益計算書関係） 

１ 「その他の経常費用」には、貸出金償却３５百万円、株式等償却５１９百万円及び債権売却損１５８百万円を

含んでおります。 

２ １株当たりの当期純利益金額  ４円７２銭 

３ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額２１百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 3 か所 土地、建物 20 百万円  

   （うち土地   9 百万円) 

   （うち建物  11 百万円) 

長野県外 事業用店舗 1 か所 動産 0 百万円  

   （うち動産   0 百万円) 

合計   21 百万円  

   (うち土地   9 百万円) 

   (うち建物  11 百万円) 

   (うち動産   0 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、連結される

子会社及び子法人等については、主として各社を１つの資産グループとしております。 

なお、当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、

主として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 



（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１ 売買目的有価証券（平成 21 年３月 31 日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ９ △ ０ 

 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差  額 

（百万円） 

う ち 益 

（百万円） 

う ち 損 

（百万円） 

国 債 ２９,６６８ ２９,９０２ ２３４ ２３４ －

地方債 １,３５３ １,３５６ ２ ２ －

その他 １０,５００ ９,８５１ △６４８ － ６４８

合計 ４１,５２２ ４１,１１０ △４１１ ２３７ ６４８

（注）１ 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額（百万円）

評価差額 

（百万円） 

う ち 益 

（百万円） 

う ち 損 

（百万円） 

株  式 ５,３９８ ４,９２４ △４７３ １７６ ６５０

債  券 １４７,９５９ １４７,９８８ ２８ １,１６７ １,１３９

国 債 ５０,７３４ ５１,１９８ ４６３ ５１２ ４８

地方債 ９,９０３ ９,９９０ ８６ １０４ １７

社 債 ８７,３２２ ８６,７９９ △５２２ ５５１ １,０７３

そ の 他 ３１,２７７ ２５,３９７ △５,８７９ ０ ５,８８０

合計 １８４,６３６ １７８,３１０ △６,３２５ １,３４４ ７,６７０

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上した

ものであります。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し

ており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもっ

て連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損

処理」という。）しております。当連結会計年度における減損処理額は、５１９百万円（うち時価の

ある株式３４１百万円、時価のない株式１７８百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し 50％程度以上下落し

た場合としております。また、時価が取得原価に対し、30％以上 50％未満下落した場合は、過去一

定期間において時価が簿価あるいは評価損率が 30％未満の水準まで達していない場合、時価が「著

しく下落した」と判断し、時価の回復可能性の判定を行ったうえで、回復の見込みが認められない

場合には、減損処理を行うものとしております。 

（追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえ

た検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、市場価格を

時価とみなせない状態にあると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額によっておりま

す。これにより、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって連結貸借対照表価額とした

場合に比べ、「有価証券」は１,２２３百万円、「その他有価証券評価差額金」は１,２２３百万円増加しておりま

す。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボ

ラティリティが主な価格決定変数であります。 



４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 ３９,３９１ ７３９ ２９

 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 21 年３月 31 日現在） 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券  

  社債（私募債） ２,５４０ 

その他有価証券  

  非上場株式 １,６１７ 

  その他の証券 ２４ 

 

６ 保有目的を変更した有価証券 

従来、「その他有価証券」に区分していた変動利付国債２４,００１百万円は、平成 21 年１月 26 日に時価   

（２４,０８９百万円）により「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これは、当該変動利付国債に

ついて、取得当初と比べ市場環境の著しい変化によって流動性が極端に低下したことなどから、公正な評価額で

ある時価で売却することが困難な期間が相当程度生じているような稀な場合に該当すると判断し、運用方針の変

更を行ったことによるものです。 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
時価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額

（百万円） 

連結貸借対照表に計上さ

れたその他有価証券評価

差額金の額（百万円） 

国  債 ２４,２１３ ２４,０８６ ８５ 

 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成 21 年３月 31 日現在） 

 
１年以内 

（百万円） 

1 年超 5 年以内 

（百万円） 

5 年超 10 年以内 

（百万円） 

10 年超 

（百万円） 

債  券 １９,３８５ ８８,０５８ ７２,６２５ １,４８０

国 債 １,００２ ３０,８４１ ４７,５４２ １,４８０

地方債 ２,４０９ ３,９２９ ５,００４ －

社 債 １５,９７３ ５３,２８６ ２０,０７９ －

そ の 他 － ３,６８０ ９,６２１ ８,５００

合計 １９,３８５ ９１,７３９ ８２,２４６ ９,９８０

 

 

 


